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感染症発生時における業務継続計画
第Ⅰ章　総則

１　目的

本計画は、感染症の感染者（感染疑いを含む）が施設内で発生した場合においても、サービス提供を継続するために当施設の実施すべき事項を定めるとともに、平時から円滑に実行できるよう準備すべき事項を定める。
　

２　基本方針

本計画に関する基本方針を以下のとおりとする。

	1 入所者の安全確保
	入所者は重症化リスクが高く、集団感染が発生した場合、深刻な被害が生じるおそれがあることに留意して感染拡大防止に努める。

	2 サービスの継続
	入所者の健康・身体・生命を守る機能を維持する。

	3 職員の
安全確保
	職員の生命や生活を維持しつつ、感染拡大防止に努める。


３ 主管部門
本計画の主管部門は、法人本部とする。
第Ⅱ章　平時からの備え

１　対応主体
所長（管理者）の統括のもと、関係部門が一丸となって対応する。
２　対応事項
（１）感染症対応推進体制の構成メンバー

	部署名／担当者

	対策検討委員会における職務（権限・役割）


	所　長　　　■■　■■
	委員長
	・感染症対策検討委員会の統括
・緊急対応に関する意思決定

	事務長　　　■■　■■
	副委員長
	・委員長のサポート
・委員会の運営実務の統括

・関係部署との窓口

・行政への報告

	●●課長　　■■　■■
▲▲課長　　■■　■■
主任支援員　■■　■■
	委員会メンバー
	・感染者の確認及び委員長への報告
・保健所、主治医との協議のうえ、病院受診または搬送の準備

・非感染者への対応方法の検　討

・職員の勤務の確保

・ご家族への連絡、報告

・他事業所への報告

・ゾーン分けなどの感染対策の実施


（２）感染防止に向けた取り組みの実施
１．感染症に関する最新情報の収集

　　・国（内閣府及び厚生労働省）、北海道が公表する情報や通知
２．基本的な感染症対策の徹底

　　・事業所内、訪問時のマスク着用

　　・事業所入館時の体温測定の実施

　　・事務所内アクリル板の設置
　　・こまめな手洗い

　　・利用者宅訪問時の手指消毒
　　※法人内で作成した「感染症マニュアル」を参照
３．職員、利用者の体調管理

　　・職員及び利用者の健康管理は、「感染症マニュアル」をもとに取り組む。

①利用者の日々の健康管理

　　　利用者については、感染症の早期発見を目的として、随時状況を観察する。

重点的な注意点については、意識・表情・熱・息苦しさ・目・鼻・耳・のど・痰・皮膚・体重・食事・排せつの異変を記録する。
②利用者の健康状態
　　　発熱、咳、下痢などがある場合は、医療機関を受診してもらう。

③職員の日々の健康管理

　　　　 職員は年１回の健康診断を実施する。
　　　職員が感染症を罹患している場合は、感染経路の遮断のため、完治までの間、出勤停止等の適切な処置を講じる。

④事務所内出入り者の記録管理

　　　事務所内に出入りをおこなう者（家族、他介護サービス事業者、業者等）については、マスク着用の確認と、検温、消毒を実施する。
（３）防護具、消毒液等備蓄品の確保

１．保管先・在庫量の確認、備蓄

　　・Ｎ９５マスク、フェイスシールド、ゴーグル、キャップ、ガウン、アームカバー、靴カバー、プラスチック手袋などの防護具は、法人本部及び各事業所で保管する。必要となる備蓄内容や個数については、「感染症マニュアル」に記載する。
　　
（４）研修・訓練の実施

１．業務継続計画（ＢＣＰ）は定期的に見直しをし、関係者で共有
２．業務継続計画（ＢＣＰ）の内容に関する研修の実施

３．業務継続計画（ＢＣＰ）の内容に沿った訓練（シミュレーション）の実施

（５）ＢＣＰの検証・見直し

１．最新の動向や訓練等で洗い出された課題を、年１回程度見直して業務継続計画（ＢＣ
Ｐ）に反映する。

　　
　　　　
　　第Ⅲ章　初動対応
１　対応主体
所長（管理者）の統括のもと、以下の役割を担う者が各担当業務を遂行する。
	役割
	担当者
	代行者

	全体統括
	●●所長
	●●課長

	医療機関、受診・相談センターへの連絡
	●●課長
	▲▲課長

	入所者家族等への情報提供
	●●課長
	▲▲課長

	感染拡大防止対策に関する統括
	●●課長
	▲▲課長


２　対応事項
（１）第一報

１．管理者への報告

　　・利用者の中に発熱、咳、倦怠感等のある感染疑い者を発見したときには、各課長に報告し、指示を受ける。

　　・管理者は「感染症マニュアル」に基づき感染拡大防止対策に関する指示等をおこない
感染拡大防止に努める。　
２．相談・受診
　　・感染疑い者が発見されたときは、家族、関係機関に相談の上、かかりつけ医に受診してもらう。
３．事業所内、法人内の情報共有

　　・緊急連絡網を通じて、感染疑い者が発生したことを周知する。

　　・法人事務局へ状況を報告する。

４．家族等への報告

　　・利用者の家族や関係事業所に対し、感染が疑われることを報告する。

（２）感染疑い者への対応

１．個室管理
　　・感染の疑いのある者は、他者への感染を防ぐため、可能な限り個室で対応する。
２．対応者の確認

　　・対応する職員は感染リスクがあることから、できるだけ最少人数とする。
３．医療機関受診／施設での検体採取

　　・発熱等がある感染疑い者は、ＰＣＲ（抗原）検査をおこなう必要があることから、かかりつけ医を受診してもらう。

　　・簡易抗原検査キットを使用し、介護職員が検査をおこなう。
４．体調不良者の確認
　　・感染疑い者以外の利用者についても、発熱・咳・嘔吐・下痢・倦怠感・味覚や嗅覚の異常などの体調不良の有無を常時確認する。
　　・体調不良者を発見したときには、直ちに管理者に連絡し、指示を受ける。

（３）消毒・清掃等の実施

１．場所、方法の確認

　　・感染疑い者が生活していた場所を特定して、消毒をおこなう。

　　・消毒は「感染症マニュアル」に基づいて次亜塩素酸ナトリウム希釈溶液、アルコール液などを用いておこなう。

　　・職員間の感染を防ぐため、事業所の消毒を徹底する。
第Ⅳ章　感染拡大防止体制の確立

感染疑い者の検査対応中に、以下の感染拡大防止体制の確立を迅速に対応することができるよう準備しておく。
１　対応主体
以下に役割を担う者を構成メンバーとする対策本部を構成し、業務を遂行する。
	役割
	担当者
	代行者

	全体統括
	●●所長
	●●課長

	関係者への情報共有
	●●課長
	▲▲課長

	感染拡大防止対策に関する統括
	●●課長
	▲▲課長

	業務内容検討に関する統括
	●●課長
	▲▲課長

	勤務体制・労働状況
	●●課長
	▲▲課長

	情報発信
	●●課長
	▲▲課長


２　対応事項
（１）感染者への対応
　　・感染者は、これまでは病院への入院または療養施設への入所が主だったが、５類移行
により自宅（施設）での療養となった。感染者を隔離した場合には、施設内での感染　
拡大を抑え込むことが重要であり、個室管理の徹底と対応職員の限定をおこない、感
染拡大を防止する。

　　・感染者と接触する際は、Ｎ９５マスク、フェイスシールド、ゴーグル、キャップ、ガ
ウン、アームカバー、靴カバー、プラスチック手袋を装着し、感染拡大を防ぐ。

（２）濃厚接触者への対応

１．利用者の健康管理の徹底

　　・濃厚接触者に特定された利用者は、発熱、咳、のどの違和感、嘔吐、下痢、倦怠感、
味覚または嗅覚の異常などの体調不良の有無を常時確認する。

２．個室対応

　　・他利用者への感染を防ぐため、濃厚接触者は個室隔離をおこなう。

３．生活空間・同線の区分け

　　・利用者宅ではゾーン分けは難しいが、防護具を装着、脱着する場所について確認する。　

４．ケアの実施内容・実施方法の確認
　　・通常のケアに加えて、利用者の発熱、咳、のどの違和感、嘔吐、下痢、倦怠感、味覚
または嗅覚の異常などの体調管理が何よりも重要である。
・朝、昼、夕と確認するとともに、夜間帯などのその他の時間についても急変への対応ができるように体調管理を注意深くおこなっていく。
・感染者と接触する場合は、防護具を装着し対応する。

・脱着し終えた防護具の始末の仕方についても、事業所内で取り決めをおこなう。
・職員に体調に変化があった場合は、かかりつけ医に相談し指示を受ける。

（３）職員の確保

１．施設内での勤務調整、法人内での人員確保

　　・職員の中に感染者及び感染疑い者が発生した場合、その他の部署からの職員応援体制を構築する。

（４）防護具、消毒液等の確保

１．在庫量・必要量の確認

　　・Ｎ９５マスク、ガウン、フェイスシールド、ゴーグル、キャップ、アームカバー、靴カバー、プラスチック手袋、消毒液を必要量確保、備蓄する。

（５）情報共有

１．事業所内・法人内での情報共有

　　・感染者等が発生した場合もしくは疑い者が発生した場合には、所長（管理者）に第一報を入れて指示を受ける。

　　・事業所において構築している「緊急職員連絡網」をもとに感染者等の発生状況を共有する。

２．利用者・家族との情報共有

　　・全体を統括する所長の指示のもと、管理者は、家族および関係する相談支援事業所に連絡をおこなう。

３．自治体・関係業者への情報共有

　　・感染者が複数確認された場合は、●●市障がい福祉課に情報提供をおこなう。

　　・事業所へ出入りしている業者に対して、感染リスクがあるため、訪問を控えるよう情報提供をおこなう。

（６）業務内容の調整

１．提供サービスの検討（継続、変更、縮小、中止）

　　・利用者に感染者が発生した場合、サービスの継続が可能かどうかを判断し、その旨を利用者および家族に伝える。
　　・職員で複数の感染者が発生した場合、事業所としてサービスが可能かどうかを判断しその旨を利用者及び家族に伝える。
（７）過重労働・メンタルヘルス対応

１．労務管理

　　・感染者が発生した場合には、職員の中にも自宅療養となる者がでる。法人内で応援体制は構築するが、出勤停止等の人員数によっては、公休が取れない、時間外勤務が続くなどの過重労働が生じる恐れがあるので、休憩時間を確保できるように最大限の取り組みをおこなっていく。
　　・また、応援をおこなった部署においても同様に超過勤務等が生じることが想定される

ことから、柔軟に対応する。
２．コミュニケーション
　　・感染者等が発生した施設で勤務をおこなう職員は、事務局または管理者が、現場の状況を確認して職員からの声をいつでも聴けるように配慮する。

３．相談窓口

　　・管理者に相談しづらい場合もあることから、ハラスメント担当職員でも相談を受ける。　

（８）情報発信

１．関係機関・地域・マスコミ等への説明・公表・取材対応

　　・関係機関への説明は、本部または各管理者がおこなう。

　　・クラスターが発生した場合、ホームページで公表するかどうかの判断は、事務局と協議しておこなう。
＜更新履歴＞

	更新日
	更新内容

	令和５年●月●日
	作　成
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